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■インド洋からの自衛隊の撤退は時間の問題に 

テロ特措法継続が民主党等の反対により否決される可能性が濃厚になってき 

ました。小沢代表はテロとの闘いは「米国の始めた戦争」で「海上自衛隊がイ 

ンド洋で実施している活動は、国連のお墨付きもない、米国の戦争を助けるた 

めの活動」とまで断言しました。これは安保理決議第 1267 号 1 、第 1333 号 2 等 

の「国連が国際テロリズムを非難し、加盟国に対しその防止等の為に適切な措 

置を取る事を求めた国連決議」を意図的に無視した発言と思われます。しかし 

現状では第 168 回臨時国会に於いてこのテロ特措法延長は確実に否決され、海 

上自衛隊の艦船は帰国せざるをえなくなります。 

■自衛隊の洋上補給活動停止がパキスタン問題を複雑にする 

海上自衛隊が撤収した場合、燃料や水まで自衛隊の補給に頼るパキスタン艦 

船の撤退の可能性も出てきます。補給の問題なので米国等が肩代わりをすれば 

良いという意見もあります。ただここで留意する必要があるのはパキスタンと 

いう国の立場です。この国は本来「タリバーン政権を国際社会が認知したのは 

パキスタン政府が初めて 3 」という特殊な立場にありました。また核技術を北朝 

鮮等への移転を行った「世界有数のテロ支援国家」と看做される可能性を孕ん 

だ国でもあります。それ故 9.11 の後、米国はまずパキスタンを押さえる作戦に 

着手しました。当時のアーミテージ米国副長官がパキスタンの情報機関高官に 

「爆撃を覚悟しろ。石器時代に戻る事を覚悟しろ」という恐喝とも見做される 

警告を発した事にも米国の強い意志が感じられます 4 。 従ってパキスタン船舶へ 

の補給作業を日本から米国等のキリスト教国が代行した場合、国内に燻る宗教 

的反発からムシャラフ現政権への風当たりが益々強くなると思われます。そし 

て最悪のシナリオはイラクのような内戦状態へと陥り、その結果同国が米国の 

コントロール下から離れ、親タリバン・イスラム原理主義国家になると予測さ 

れる事です。 

■自衛隊の任務と地域安定の重要性を丁寧に国民に知らしめる 

当初、テロ特措法に反対する世論が多かったのはイラク派兵問題との混同に 

よる誤解の為と思われます。小沢代表はこれを巧みに自民党攻撃に活用しまし 

た。中谷議員が「日本の国益より党利党略を考えた議論だ。国会の場でこの違 

いを明確にさせる」と述べられた様に徹底的に国会で議論をする必要がありま 

す。 ただその為には民主党の前原前代表が 「政府は徹底した情報公開を行って、 

民主党が賛成できるような状況を作り出すべきだ 5 」と発言した様に、より踏み 

込んだ情報公開も必要であると思われます。 

将来パキスタンがイスラム原理主義国家に変貌した際には多国籍軍による懲 

罰行動も考えられます。これが「キリスト教国対イスラム教国の宗教戦争」の 

引き金になるに可能性は否めません。それを防ぐ為にもこの地域の安定の重要 

性を国民に理解してもらいテロ特措法への支持を広げる必要があると思います。 
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